
（単位：千円）

科　目 金　額 科　目 金　額

 流  動  資  産 5,014,683  流  動  負  債 1,229,753

現 金 及 び 預 金 3,335,210 176,670

電 子 記 録 債 権 522,864 512,602

売 掛 金 1,023,064 40,671

貯 蔵 品 10,976 32,937

前 払 費 用 100,998 62,747

未 収 金 10,659 88,439

そ の 他 12,316 14,807

貸 倒 引 当 金 △ 1,406 288,705

4,900

 固  定  資  産 9,213,287 7,272

有形固定資産 6,496,750 

建 物 3,588,435  固  定  負  債 2,126,035

構 築 物 283,927 906,648

機 械 及 び 装 置 778,183 220,400

車 両 及 び 運 搬 具 7,752 229,983

工 具 器 具 及 び 備 品 232,532 737,450

土 地 849,781 12,269

リ ー ス 資 産 756,137 19,283

3,355,788

無形固定資産 127,907 

電 話 加 入 権 7,978 

ソ フ ト ウ ェ ア 114,115  株　主　資  本  10,477,825

そ の 他 5,813 資　本　金 1,000,000

投資その他の資産 2,588,629 利益剰余金 9,477,825

投 資 有 価 証 券 932,656 250,000

関 係 会 社 株 式 1,060,359 9,227,825

長 期 前 払 費 用 195 固定資産圧縮積立金 46,256

前 払 年 金 費 用 446,230 別 途 積 立 金 6,870,000

長 期 性 預 金 100,000 繰 越 利 益 剰 余 金 2,311,568 

差 入 保 証 金 26,164 

そ の 他 30,893  評価・換算差額等 394,357 

貸 倒 引 当 金 △ 7,869 その他有価証券評価差額金 394,357 

10,872,182

14,227,970 14,227,970負債及び純資産合計資  産  合  計

(純資産の部)

そ の 他 利 益 剰 余 金

未 払 法 人 税 等

利 益 準 備 金

純　資　産  合  計

負  債  合  計

資 産 除 去 債 務

そ の 他

繰 延 税 金 負 債

未 払 消 費 税 等

貸 借 対 照 表
（令和６年３月31日現在）

(資産の部) (負債の部)

未 払 金

１年以内返済長期借入金

未 払 費 用

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

長 期 リ ー ス 債 務

リ ー ス 債 務

預 り 金

そ の 他

長 期 借 入 金

賞 与 引 当 金

役 員 賞 与 引 当 金



7,291,095

4,074,253

3,216,841

販売費及び一般管理費 3,112,116

104,725 

20,360

28,814 49,175

16,075

176 16,252

137,648 

2,467

16,571

2,910 21,949

8,258

7,361

16,778 32,399

127,198 

25,369

51,108 76,478 

50,719 当 期 純 利 益

支 払 利 息

そ の 他 の 営 業 外 費 用

経 常 利 益

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損

そ の 他 特 別 損 失

特 別 利 益

そ の 他 特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益

有 価 証 券 売 却 益

固 定 資 産 減 損 損 失

税 引 前 当 期 純 利 益

法人税､住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

売 上 高

損 益 計 算 書
(令和５年４月１日から令和６年３月31日まで)

（単位：千円）

科　目 金　額

そ の 他 の 営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

売 上 原 価

売 上 総 利 益

営 業 利 益

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金



1,000,000    250,000       47,934        6,870,000     2,279,170 9,447,105     10,447,105   90,713        90,713        10,537,818   

固定資産圧縮積立金の取崩し △ 1,677 1,677 -                 -                 -                -                

剰余金の配当 △ 20,000 △ 20,000 △ 20,000 -                △ 20,000 

当期純利益 50,719 50,719 50,719 -                50,719 

-                 -                 303,643 303,643 303,643 

-                -                △ 1,677 -                 32,397 30,719 30,719 303,643 303,643 334,363 

1,000,000    250,000 46,256 6,870,000 2,311,568 9,477,825 10,477,825 394,357 394,357 10,872,182 

純資産
合計

株主資本等変動計算書
（令和５年４月１日から　令和６年３月31日まで）

（単位：千円）

利益剰余金

利益準備金

株主資本
合計

株　　主　　資　　本

資本金

評価・換算差額等

評価・換算
差額等合計

その他
有価証券

評価差額金

当期末残高

株主資本以外の項目（純額）

事業年度中の変動額合計

当期首残高

利益剰余金
合計

その他利益剰余金

固定資産
圧縮積立金

別途積立金
繰越利益
剰余金

株
主
資

本

事
業
年
度
中
の
変
動
額



 

個別注記表 

 

 

Ⅰ． 重要な会計方針に係る 事項に関する 注記 

( １ )  有価証券の評価基準及び評価方法 

子会社株式及び関連会社株式  総平均法に基づく 原価法 

その他有価証券 

        時価のある も の     期末日の市場価格等に基づく 時価法（ 評価差額は全部

純資産直入法によ り 処理し 、売却原価は総平均法によ

り 算定）  

        時価のないも の     総平均法に基づく 原価法 

( ２ )  固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産  定率法（ リ ース 資産を除く ）  

但し 平成 10 年４ 月１ 日以降に取得し た建物（ 建物附属設備を除く ）

及び平成 28 年４ 月１ 日以降に取得し た構築物については定額法を採

用し ており ま す。  

無形固定資産  定額法（ リ ース 資産を除く ）  

なお自社利用のソ フト ウ ェ アについては、 社内における 利用可能期

間( ５ 年) に基づく 定額法を採用し ており ま す。  

リ ース 資産 所有権移転外ファ イ ナンス ・ リ ース 取引に係る リ ース 資産 

リ ース 期間を耐用年数と し 、 残存価額を ゼロ と する 定額法を採用し

ており ま す。  

( ３ )  引当金の計上基準 

     貸 倒 引 当 金     諸債権の貸倒れによ る 損失に備える ため、一般債権について

は貸倒実績率によ る 計算額を、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を 検討し た貸倒見積額を計上し てお

り ま す。  

        賞 与 引 当 金     従業員の賞与の支給に充てる ため、 対象期間に応じ た支給見

込額を計上し ており ま す。  

       役 員 賞 与 引 当 金    役員の賞与の支給に充てる ため、対象期間に応じ た支給見込

額を計上し ており ます。  

    退 職 給 付 引 当 金     従業員の退職給付に備える ため、 当事業年度末における 退職

給付債務及び年金資産の見込額に基づき 計上し ており ます。  

               退職給付債務の算定にあたり 、退職給付見込額を当事業年度末

ま での期間に帰属さ せる 方法については、給付算定式基準によ

っており ます。  

                   過去勤務費用については、 その発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（ 10 年） で、定額法によ り 償却し てお

り ま す。 数理計算上の差異については、 各事業年度の発生時に



 

おける 従業員の平均残存勤務期間以内の一定年数（ 10 年） によ

る 定額法によ り 、それぞれ発生の翌事業年度から 償却し ており

ま す。    

      役員退職慰労引当金     役員の退職慰労金の支給に備える ため、内規に基づく 事業年

度末要支給額を計上し ており ます。  

（ ４ ） 収益及び費用の計上基準  当社はテレビ放送事業を主な事業と し ています。主な履行義

務は顧客と の契約に基づき 、視聴者に番組と 広告を放送する こ

と であり 、 放送さ れた時点で収益を認識し ています。  

（ ５ ） 記載金額は、 千円未満を切り 捨てて表示をし ており ます。  

 

Ⅱ. 会計上の見積り に関する 注記 

（ 繰延税金資産の回収可能性）  

（ １ ） 当事業年度の計算書類に計上し た金額 

繰延税金資産（ 純額）  ―千円 

（ 繰延税金負債と の相殺の金額は 99, 036 千円であり ま す）   

（ ２ ） その他の情報 

繰延税金資産は、 将来の事業計画に基づく 課税所得の発生時期及び金額を合理的に見積

り 算出し ており ま す。 当該見積り は、 将来の不確実な経済条件の変動などによ って影響

を受ける 可能性があり 、 実際に発生し た課税所得の時期及び金額が見積り と 異なった場

合、 翌事業年度以降の計算書類において認識する 金額に重要な影響を与える 可能性があ

り ま す。  

 

Ⅲ． 貸借対照表に関する 注記 

（ １ ） 有形固定資産の減価償却累計額      5, 735, 900 千円 

（ ２ ） 国庫補助金等によ る 固定資産圧縮額      93, 039 千円 

（ ３ ） 保証債務 

    金融機関から の借入に対する 保証債務 

     従業員（ 社内制度に基づく 貸付）           2, 293 千円 

（ ４ ） 関係会社に対する 短期金銭債権        19, 401 千円 

 関係会社に対する 短期金銭債務               146, 965 千円 

（ ５ ） 関係会社株式のう ち 1, 013, 030 千円については、 有価証券消費貸借契約によ り 貸付を 

行っており ま す。   

 

Ⅳ． 損益計算書に関する 注記 

  関係会社と の取引高 

    営業取引によ る 取引高 

     売上高                                 148, 264 千円 

     仕入高                   866, 294 千円 

     販売費及び一般管理費           186, 987 千円 

  営業取引以外の取引               6, 057 千円   

 

 



 

Ⅴ． 株主資本等変動計算書に関する 注記 

 ( １ )  当事業年度末における 発行済株式数  普通株式  2, 000 千株 

 ( ２ )  剰余金の配当   配当金支払額  

決 議 
株式の 
種類 

配当金の総額 
( 千円)  

１ 株当たり  
配当額( 円)  

基準日 効力発生日 

令和５ 年６ 月 19 日

定時株主総会 
普通株式 20, 000 10 

令和５ 年 
３ 月 31 日 

令和５ 年 
６ 月 20 日 

    
   基準日が当事業年度に属する 配当のう ち、 配当の効力発生日が翌事業年度と なる も の 

決 議 
株式の
種類 

配当の 
原資 

配当金の 
総額 

（ 千円）  

１ 株当たり
配当額
（ 円）  

基準日 効力発生日 

令和６ 年６ 月 17 日

定時株主総会 

 普通 
 株式 

利益 
剰余金 

15, 000 7. 5 
令和６ 年 
３ 月 31 日 

令和６ 年 
６ 月 18 日 

 

Ⅵ． 税効果会計に関する 注記 

繰延税金資産（ 評価性引当額△136, 293 千円） の発生の主な原因は、 賞与引当金に加え、

将来の課税所得を見積り 、 繰延税金資産の回収可能性を見直し た結果によ る も のであり ま

す。 繰延税金負債の発生の主な原因はその他有価証券評価差額金及び前払年金費用であり

ま す。  

 

Ⅶ.  金融商品に関する 注記 

( １ )  金融商品の状況に関する 事項 

当社は、 資金運用については預金等に限定し 、 銀行から の借入によ り 資金を調達し ており

ま す。  

長期性預金はデリ バティ ブ内包型預金（ マルチコ ーラ ブル預金） であり 、 当社から 中途解

約を申し 入れた場合に中途解約清算金を 支払う 義務が発生する リ ス ク があり ま す。 投資有

価証券は主と し て株式であり 、 関係会社株式を含めて上場株式については１ ヶ 月ごと に時

価の把握を行っており ます。  

借入金、 ファ イ ナンス・ リ ース 取引に係る リ ース 債務は、 主に設備投資に必要な資金の調

達を目的と し たも のであり ま す。借入金については、原則固定金利によ る 約定返済と する こ

と によ り 、 市場リ ス ク に対応し ており ま す。  

( ２ )  金融商品の時価に関する 事項  

令和６ 年３ 月 31 日（ 当事業年度の決算日） における 貸借対照表計上額、 時価及びこ れら

の差額については、 次のと おり であり ま す。 なお、 市場価格のない投資有価証券（ 貸借対照

表計上額 44, 529 千円） は「 ( 2) 投資有価証券 その他有価証券」 に含めておら ず、 市場価格

のない関係会社株式（ 貸借対照表計上額 47, 328 千円） は「 ( 3) 関係会社株式 その他の関係

会社」 には含めており ません。  

ま た、 現金及び預金については現金である こ と 、 及び預金は短期間で決済さ れる ため時価

が帳簿価格に近似する も のである こ と から 、注記を省略し ており ま す。 電子記録債権、売掛

金、 未払金については短期間で決済さ れる ため時価が帳簿価格に近似する も のである こ と

から 、 注記を省略し ており ま す。  

 



 

                                    ( 単位： 千円)  

 貸借対照表計上額 時価 差額 

( 1)  長期性預金 

( 2)   投資有価証券 

    その他有価証券 

( 3)   関係会社株式 

    その他の関係会社 

( 4)   長期借入金( *1, 2)  

( 5)   リ ース 債務( *1, 2)  

100, 000 

 

888, 127    

 

1, 013, 030 

( 1, 083, 318)  

( 825, 890)       

85, 243  

 

888, 127   

 

1, 013, 030 

( 1, 066, 833)  

( 801, 362)      

 △14, 756 

 

   - 

 

  - 

16, 484 

24, 527 

( *1)  負債に計上さ れている も のについては、（  ） で示し ており ま す。  

( *2)  長期借入金及びリ ース 債務については、 １ 年以内の返済予定分を含んでおり ま す。  

（ 注） 時価の算定に用いた評価技法及びイ ンプッ ト の説明 

金融商品の時価を、時価の算定に用いたイ ンプッ ト の観察可能性及び重要性に応じ て、以下

の3つのレベルに分類し ており ます。  

レベル1 の時価： 同一の資産又は負債の活発な市場における （ 無調整の） 相場価格によ

り 算定し た時価 

レベル2 の時価： レベル1のイ ンプッ ト 以外の直接又は間接的に観察可能なイ ンプッ ト を

用いて算定し た時価 

レベル3 の時価： 重要な観察でき ないイ ンプッ ト を使用し て算定し た時価 

時価の算定に重要な影響を与える イ ンプッ ト を複数使用し ている 場合には、 それら のイ ン

プッ ト がそれぞれ属する レベルのう ち、 時価の算定における 優先順位が最も 低いレベルに時価

を分類し ており ま す。  

( 1)   長期性預金 

こ れら の時価について、長期性預金は取引金融機関から 提示さ れた価格によ っており 、

間接的に観察可能なイ ンプッ ト を用いて算定し た時価のため、 レベル 2 の時価に分類

し ており ます。  

  ( 2)  投資有価証券       

こ れら の時価について、 株式は取引所の価格によ っており 、 上場株式は活発な市場で

取引さ れている ため、  その時価をレベル 1 の時価に分類し ており ま す。 債券等は取引

金融機関から 提示さ れた価格によ っており 、 間接的に観察可能なイ ンプッ ト を用いて

算定し た時価のため、 レベル 2 の時価に分類し ており ます。  

  ( 3)  関係会社株式 

こ れら の時価について、 取引所の価格によ っており 、 上場株式は活発な市場で取引さ

れている ため、  その時価をレベル 1 の時価に分類し ており ます。  

  ( 4)  長期借入金、 並びに( 5) リ ース 債務 

こ れら の時価については、 元利金の合計額を、 新規に同様の借入を行った場合に想定

さ れる 金利と 、 新規にリ ース 取引を行っ た場合に想定さ れる 利率で割り 出し た現在価

値によ り 算定し ており 、 レベル 2 の時価に分類し ており ま す。  

 

 

 



 

Ⅷ． 関連当事者と の取引に関する 注記  

 子会社及び関連会社等                          ( 単位： 千円)  

属性 会社等の名称 議決権等

の所有

( 被所有)

割合 

関連当事者 

と の関係 

取引の内容 取引金額 科目 期末残高 

子会社 ㈱Ｔ Ｓ Ｓ  

プロ ダク ショ ン  

所有 

 直接 

 100% 

役務の受入 

役員の兼任 

番組制作委託 

及び 

事業運営委託 

880, 520 未払金 101, 086 

 

  取引条件及び取引条件の決定方針等 

委託費については、 市場実勢をも と に価格を決定し ており ま す。  

上記の金額のう ち、取引金額には消費税等が含まれておら ず、期末残高には消費税等が含ま

れており ま す。  

   

Ⅸ． １ 株当たり 情報に関する 注記 

１ 株当たり 純資産額         5, 436 円 09 銭 

１ 株当たり 当期純利益              25 円 36 銭   

 

 


